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1  改訂内容 

(1) 第 2 章の第 1 節の第 2 の 1(3) 収入官吏代理について 4 4 頁 
「収入官吏代理は、 労働局においては 徴収主務課長補佐 ( 収納を担当する 者 ) 、 
監督署にお レ 、 ては次長 ( 次長職の置かれていない 監督署にあ っては第一課長 ) とす 

ること。 」を「主任収入官吏代理は 労働局においては 徴収主務課長補佐 ( 収納を担 

当する者 ) 、 監督署においては 次長 ( 次長職の置かれていない 監督署にあ っては第 

一課長 ) とすること。 また、 分任収入官吏代理は、 分任収入官吏に 発令されている 

者の中から、 局 署の実情に応じて 任命することができる。 」に改める。 

(2) 第 2 章の第 1 節の第 3 の 1(3) 収入官吏代理について 4 5 頁 

① 「収入官吏代理は、 主任収入官吏に 事故があ ったときその 職務を行い、 主任収入 
官吏と同様の 権 限を有する。 」を「主任収入官吏代理は、 主任収入官吏に 事故があ 
っ たときその職務を 行い、 主任収入官吏と 同様の権 限を有する。 また、 分任収入 官 

更代理は、 分任収入官吏に 事故があ ったときにその 職務を行い、 分任収入官吏 と同 
様の権 限を有する。 」に改める。 
② ( 注 ) の「主任収入官吏に 次に掲げる事故があ るときは、 収入官吏代理を 置くこと 
ができる。 」を「主任収入官吏または 分任収入官吏代理に 次に掲げる事故があ ると 
きは、 主任収入官吏代理または 分任収入官吏代理を 置くことができる。 」に改める。 
③ ( 注 ) の「 1  出張、 休暇、 欠勤等の事由により、 長期にわたって 事務を行 う こと 
ができないとき」を「 1  出張、 休暇、 欠勤等の事由により、 1 日 以上不在となる 

とき」に改める。 

 
 

 
 

 
 



 
 

 
 

(3) 第 2 章の第 4 節の第 1 の 2(2) について 6 6 頁 

②に「Ⅹ 収入官吏代理 ( 主任収入官吏代理、 分任収入官吏代理 ) の代理開始 及 U; 
終止」として、 「 り x 大官吏代理が 収入官吏の事務を 代理した場合は、 「代理開始」また 
は 「代理終止」を 記入すること。 ( 注 ) 代理期間中に 現金出納簿に 記入すべき事項が 

な い 場合には記入する 必要はない。 」を追加する。 」 

(4) 第 2 章の第 5 節の第 3 の 3 歳入歳出覚現金出納官吏代理の 権 限について 6 9 頁 
「歳入歳出覚現金出納官吏代理は、 主任歳入歳出覚現金出納官吏に 事故があ ったと 
きその職務を 行い、 主任歳入歳出覚現金出納官吏と 同様の権 限を有する。 」を「主任 
歳入歳出覚現金出納官吏代理は、 主任歳入歳出金出納官吏に 事故があ ったときその 職 
務を行い、 主任歳入歳出覚現金出納官吏と 同様の権 限を有する。 また、 分任歳入歳出 
体現金出納官吏代理は、 分任歳入歳出覚現金出納官吏に 事故があ ったときその 職務を 

行い、 分任歳入歳出覚現金出納官吏と 同様の権 限を有する。 」に改める。 
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(6) 歳入歳出覚現金領収証書 ( 収入様式第 4 8 号 ) について 1 6 2 頁 
別紙 2 のとおり改める。 

 
 

 
 

2  施行時期 
平成 1 6 年 4 月 1 日から施行することとすること。 ただし、 上記 1 (5) については、 

既存の現金領収証書の 併用を認め、 同年 7 月 1 日に全ての収入官吏が 新規の現金領収証 

書 に切り替えること。 また、 上記Ⅰ (6) については、 都道府県労働局物品管理 官 が管理 

している既存の 歳入歳出覚領収証書が 無くなるまで 使用することは 差し支えないこと。 

 
 

  

 
 

  

  








